
 

 

令和４年度地方独立行政法人北海道立総合研究機構の業務実績に関する 

評価結果（案）に対する意見について 

 

 

各事業年度における業務の実績を知事が評価する際の意見について 

１ 法的根拠 

地方独立行政法人法第２８条第１項の規定に基づき、「地方独立行政法人北海道立総合研究

機構」（以下、「法人」という。）は、当該事業年度における業務の実績について自ら評価を行っ

た結果を明らかにした報告書を、当該事業年度の終了後３月以内に知事に提出し、その評価を

受けなければならない。また、評価委員会は、北海道地方独立行政法人評価委員会条例第２条

第２項の規定に基づき、知事の評価に関し、調査審議することとされている。 

 

２ 評価委員会の意見 

知事からの諮問を受け、評価結果（案）を検証するに当たって、法人の業務実績報告書や自

己点検・評価について、業務の実施状況の確認、検証し、法人からのヒアリングを経て、審議

を行った結果、試験研究部会として、「コンプライアンスの徹底に当たっては、職場研修などの

取組を繰り返し実施し、職員のコンプライアンス意識の徹底に真摯に向き合うべきである。」、 

「情報セキュリティ管理に当たっては、管理体制の徹底ほか情報セキュリティ研修などの取組

を何度も実施するなど、情報資産管理の徹底に十分に取り組むべきである。」との意見を答申し

た。 
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